（各課様式１）

予算要求資料
平成３０年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：教育総務費　目：教育指導費
	事業名　グローバル化対応教員育成事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　教育委員会　教育研修課　研修企画係　電話番号：058-271-3450
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専門研修係　　　　　　058-271-3456
　　　　　　　           E-mail：c17781@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　     10,446千円（前年度予算額：11,587千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	11,587
	2,040
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,547

	要求額
	10,446
	1,540
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,906

	決定額
	10,446
	1,540
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,906


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・社会全体が急速にグローバル化する中で、グローバルな視野に立って主体的に行動できる能力を養うための教育の推進が求められている。
　・教育への社会全体からの期待は大変高く、これらの情勢に対応できる人材の育成は急務の課題である。小学校外国語活動担当教員や中学・高等・特別支援学校の英語教員の英語力・指導力向上を図り、グローバル化に対応できる教員の育成に向けた研修の充実が求められている。特に小学校英語教科化に向け、小学校教員の不安を取り除き、指導力の向上を図る必要がある。
（２）事業内容

①指導力・英語力向上研修　　　     　                       3,270千円

ア　外部検定試験による成果検証

イ　英語教師の英語力向上研修
ウ  e-learningによるオンデマンド研修

英語力向上に関する研修を行うとともに、外部試験による成果検証を行う。
e-learningによる学習サポート体制を継続する。

エ　研修協力校研修
オ　小学校英語教科化対応研修
県下6地区で実施の研修会に、新教材の執筆者を招へいし、指導方法の具

体について演習を行う。
　②独立行政法人教職員支援機構英語教育海外派遣研修補助事業　　 700千円
      英語圏の海外大学の研修へ参加する。
③国外大学プログラム　　　　　　　　　
　　　　　　　  　4,864千円
英語圏の大学が開催する研修プログラムに参加し、異文化理解を深めなが
ら英語教育に関する指導方法等を研修する。

　④「英語教育推進リーダー中央研修」派遣事業　　　　　　　　　　760千円

　⑤「英語教育推進リーダー」による指導力向上研修　　　　　　  　852千円
全小学校外国語活動担当者、全中学校・高等学校・特別支援学校の英語教
員が最新の指導法を研修することで英語教育の向上を図る。
（３）県負担・補助率の考え方

　　②は、必要経費の半額について、１名あたり700千円（渡航費用600千円、
旅費100千円）を上限として県が負担。
　　③は、必要経費について、１名あたり600千円を県が負担。
①④⑤は、全額県負担。　
（４）類似事業の有無　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	144
	講師謝金

	旅費
	2,115
	講師費用弁償、研修旅費

	消耗品費
	30
	印刷用紙

	役務費 
	673
	英語力診断テスト受験料

	委託料
	6,884
	専門機関への研修プログラム運営委託、e-learning研修

	負担金
	600
	海外派遣研修に係る研修負担金

	合計
	10,446
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（1） 国・他県の状況

　※国は「英語教育実施状況調査」（文部科学省実施）で得られた回答について、英語担当教員の英語力状況、英語担当教員の授業における英語使用状況、生徒の英語力等について、平成２７年度より都道府県別で公表している。
　②は富山県県費負担により実施、福井県は県費負担なし
③は茨城県が実施。

④はすべての都道府県を対象に実施（研修費、宿泊費は国負担）
⑤は各都道府県がそれぞれの校種で実施
（2） 事業主体及びその妥当性
　②は独立行政法人教職員支援機構主催
④は文部科学省主催
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　グローバル社会で活躍できる人材の育成のために小学校外国語活動担当者や中学校・高等学校・特別支援学校の英語教員に対して集中的な研修を実施し、英語力の一層の充実と、英語教育に関する指導力の向上を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	1 独教英語教育海外派遣研修への参加者
	0

（H25）
	4
(H26)
	4
(H27)
	4
（H28）
	4
（H30）
	100％

	2 国外大学プログラムへの参加者
	0

（H25）
	10
(H26)
	10
(H27)
	10

（H28）
	10
（H30）
	100％

	3 「英語教育推進リーダー中央研修」派遣事業
	0

（H25）
	10
(H26)
	10
(H27)
	10

(H28)
	10

 (H30)
	100％

	4 「英語教育推進リーダー」による指導力向上研修
	0

(H26)
	0
(H26)
	203
(H27)
	246
(H28)
	209
 (H30)
	117％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

1 独教英語教育海外派遣補助事業　４人（英国エクセター大学・バーミンガム大学・米国デンバー大学）
②国外大学プログラム研修　10人（豪州マッコーリー大学）

③「英語教育推進リーダー中央研修」派遣　10人
④「英語教育推進リーダー」による指導力向上研修受講者　　197人




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　　　【英語教員の英検準１級程度の資格取得率】　　

校種

Ｈ２８

中学校

２２．８％

高等学校

７６．９％

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

◯

	英語教員の指導力と英語力の向上の必要性が高い。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている
　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　
△

	英語教員の英語力について一定の向上が一部で図られたが、依然、期待された成果を得られていない部分がある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

　
△

	受講者の多忙化解消のために、e-learningを導入した。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・小学校英語教科化に対応するための小学校教員の指導力向上

・中学校英語教員の英語力の向上

・派遣研修に参加する英語教員の人選

・受講者の多忙化解消




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか。
・より多くの英語教員が受講することができる開催時期の検討
・より積極的に受講してもらうための広報



